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令 和 ３ 年 ２月 19 日  

独 立 行 政 法人 労 働者 健 康 安 全機 構  

 

民 間 競 争 入札 実 施事 業  

「 グ ル ー プ ウ ェ ア シ ス テ ム の運 用 ・保 守 業 務 」の 実 施状 況 に つ いて  

 

１  事 業 の概 要  

  独 立 行政 法 人 労 働 者 健 康 安 全 機構（ 以下 、「当 機 構」と いう 。）は 、「競争 の

導 入 に よ る 公 共 サ ー ビ ス の 改 革 に 関す る 法 律 」（ 平 成 18 年 法 律第 51 号）に

基 づ き 、民 間 競 争 入 札 を 実 施 し て いる 。当 該法 律 下 での 事 業 運 営は 第 １期 目

で あ る 。  

 

（ １ ） 業 務内 容  

   平 成 28 年 度 か ら 平 成 29 年度 に か け て新 た に構 築 し た グル ー プウ ェ ア

シ ス テ ム の運 用 ・ 保 守 業 務 であ る 。  

  ア  運用 に 係 る 作 業  

  （ ア ）中 長 期 運 用 ・ 保 守 作 業 計画 の 確 定 支援  

  （ イ ）運 用 計 画 の 更 新  

  （ ウ ）定 常 時 対 応  

  （ エ ）障 害 発 生 時 対 応  

  （ オ ）動 作 検 証 環 境  

  （ カ ）本 シ ス テ ム の 現 況 確 認 支援  

  （ キ ）運 用 作 業 の 改 善 提 案  

  （ ク ）引 継 ぎ  

  イ  保守 に 係 る 作 業  

  （ ア ）中 長 期 運 用 ・ 保 守 作 業 計画 の 確 定 支援  

  （ イ ）保 守 作 業 計 画 の 更 新  

  （ ウ ）定 常 時 対 応  

  （ エ ）障 害 発 生 時 対 応  

  （ オ ）保 守 作 業 の 改 善 提 案  

  （ カ ）引 継 ぎ  

 

資料１－３  
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（ ２ ） 契 約期 間  

   平 成 30 年 ４ 月 １ 日 か ら令 和 ５年 ３ 月 31 日 ま で の５ 年 間  

 

（ ３ ） 受 託事 業 者  

   株 式会 社 日 立 シ ス テ ム ズ  

 

（ ４ ） 実 施状 況 評 価 期 間  

   平 成 30 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ２年 ３ 月 31 日 ま で の２ 年 間  

 

（ ５ ） 受 託事 業 者 決 定 の 経 緯  

   入 札参 加 申 請 者（ ２ 者 ）か ら 提出 さ れ た 入札 書 類を 審 査 し た結 果、入 札

参 加 に 必 要 な 資 格 ・ 要 件 を 全て 満 たし て い る こと を 確認 し た 。 平成 29 年

12 月 27 日 に 一 般 競 争 入 札（ 最 低価 格落 札 方 式 ）によ り開 札 し た 結果 、予

定 価 格 の 範 囲 内 で あ り 、入 札価 格 が 最も 低 い 株 式会 社 日立 シ ス テ ムズ を 落

札 予 定 者 と し て 決 定 し た 。そ の 後、民間 競 争 入 札実 施 要項 に 則 り、暴 力団

に 係 る 欠 格 事 項 に 当 た ら な いこ と を確 認 し 、平成 30 年１ 月 30 日に 契 約 を

締 結 し た 。  

 

２  確 保 され る べ き 対 象 業 務 の 質 の達 成 状 況 及び 評 価  

  民 間 競 争 入 札 実 施 要 項 に お い て 定 め た 受 託 事 業 者 が 確 保 す べ き サ ー ビ ス

の 質 の 達 成状 況 に 対 す る 当 機構 の 評価 は 、 次 のと お りで あ る 。  

評 価 事 項  測 定 指 標  評 価  

業 務 内 容  調 達 仕 様 書 及 び 要 件 定 義 書 に

示 す 運 用・保 守 業 務を 適 切 に 実

施 す る こ と 。  

月 次 報 告 書等 に より 、 業 務 内容

を 確 認 し たと こ ろ、 運 用 ・ 保守

業 務 を 適 切 に 実 施 し て い る た

め 、 サ ー ビス の 質は 確 保 さ れて

い る 。  

稼 働 率  通 常 業 務 時 間 内 に お け る 本 シ

ス テ ム の 稼 働 率 は 99.9%以 上

を 達 成 す る こ と 。  

こ の 稼 働 率 に は イ ン タ ー ネ ッ

ト 回 線 と 利 用 者 間 の 回 線 稼 働

率 を 含 ま な い も の と す る 。  

月 次 報 告 書 に よ り 、 稼 働 率 は

100.0%で あり 、 シス テ ム の 正常

動 作 を 保 証し て おり 、 業 務 に重

大 な 影 響 を与 え てい な い た め、

サ ー ビ ス の 質 は 確 保 さ れ て い

る 。  
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目 標 保 証

型 サ ー ビ

ス レ ベ ル  

オ ペ レ ー シ ョ ン ミ ス に よ る 障

害 件 数 （ 0 回 ／ 月 ）  

月 次 報 告 書に よ り、 オ ペ レ ーシ

ョ ン ミ ス によ る 障害 件 数 は 0 回

/月 で あ る た め 、 サ ー ビ ス の 質

は 確 保 さ れて い る。  

問 い 合 わ せ 一 次 回 答 時 間  

（ 24 時 間 以 内 ）  

月 次 報 告 書に よ り、 問 い 合 わせ

一 次 回 答 時間 が 24 時 間 以 上か

か っ た 問 い合 わ せ件 数 は 0 件で

あ る た め 、サ ー ビス の 質 は 確保

さ れ て い る。  

障 害 通 知 時 間 (30 分以 内 ) 月 次 報 告 書に よ り、 障 害 通 知時

間 が 30 分以 上 かか っ た 障 害件

数 は 0 件 であ る ため 、 サ ー ビス

の 質 は 確 保さ れ てい る 。  

セ キ ュ リ テ ィ イ ン シ デ ン ト 通

知 時 間 （ 30 分 以 内 ）  

月 次 報 告 書に よ り、 セ キ ュ リテ

ィ イ ン シ デ ン ト 通 知 時 間 が 30

分 以 上 か かっ た 件数 は 0 件 であ

る た め 、 サー ビ スの 質 は 確 保さ

れ て い る 。  

ユ ー ザ 利

用 満 足 度

調 査  

ヘ ル プ デ ス ク 利 用 者 に 対 し て

満 足 度 の 調 査 を 実 施 し 、各項 目

の ス コ ア に お い て 基 準 ス コ ア

（ 75 点 ） を 上 回 る こ と 。  

各 年 度 に お け る ヘ ル プ デ ス ク

満 足 度 調 査の ス コア は 、 以 下の

と お り で あり 、 ２年 間 の 平 均ス

コ ア は 全 て の 項 目 で 基 準 ス コ

ア 以 上 で ある た め、 サ ー ビ スの

質 は 確 保 され て いる 。  

【 満 足 度 調査 ス コア 】  

● 回 答 時 間の 適 正性  

平 成 3 0 年 度  7 8 . 9 点 

令 和 元 年 度  8 8 . 0 点 

（ 平  均 ）  8 3 . 5 点 

● 説 明 の 分か り やす さ  

平 成 3 0 年 度  8 1 . 6 点 

令 和 元 年 度  8 8 . 0 点 

（ 平  均 ）  8 4 . 8 点 
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● 回 答 の 正確 性  

平 成 3 0 年 度  7 2 . 2 点 

令 和 元 年 度  9 2 . 0 点 

（ 平  均 ）  8 2 . 1 点 

● 担 当 者 の対 応  

平 成 3 0 年 度  7 3 . 9 点 

令 和 元 年 度  8 8 . 0 点 

（ 平  均 ）  8 1 . 0 点 

 

３  実 施 経費 の 状 況 及 び 評 価（ ※ 価格 は 税 抜 き）  

（ １ ） 実 施経 費 ： 26,450 千 円 （ ５ 年 間）  

  ・ 契 約金 額 ： 33,350 千 円 （ ５ 年 間）  

  ・ 前 回調 達 時 よ り 追 加 し た 経 費： 6,900 千円 （ ５ 年間 ） ※  

   33,350 千 円 － 6,900 千 円 ＝ 26,450 千 円  

   ※ 内 訳 ： セ キ ュ リ テ ィ 強 化 に 係 る 費 用  

 

（ ２ ） 市 場化 テ ス ト 実 施 前 経 費 ： 28,740 千 円 （５ 年 間 ）  

   4,790 千 円 ÷10 か 月 ※ ×60 か 月＝ 28,740 千円 （ ５年 間 ）  

   ※ 平 成 29 年 ６ 月 ～ 30 年 ３ 月  

 

（ ３ ） 経 費削 減 効 果 （ 市 場 化 テ ス ト実 施 前 経 費） － （実 施 経 費 ）  

   28,740 千 円－ 26,450 千 円 ＝ 2,290 千 円 （ 費用 削 減額 ）  

   2,290 千 円 ÷28,740 千 円 ×100％＝ 7.97％ （費 用 削減 率 ）  

 

（ ４ ） 評 価  

   市 場化 テ ス ト 実 施 前 と 契 約 金額 を 単 純 比較 し た場 合 、 4,610 千 円の増 加

と な っ て い る 。た だ し 、情 報漏 え い事 案 や 標 的型 攻 撃被 害 の 多 発に よ り情

報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 の 重 要 性が 増 した こ と か ら、セ キ ュリ テ ィ 機 能の 強 化

に 係 る 業 務等 、追 加 し た 業 務 の費 用 を除 い た 場 合、５ 年 間で 2,290 千円（ ▲

7.97％ ） の 経 費 減 と な り 、 実 質 的 に 経 費 が 削 減 さ れ て い る と 評 価 で き る 。 

 

  



- 5 - 

 

４  受 託 事業 者 か ら の 改 善 提 案 に よる 改 善 実 施事 項 等  

  受 託 事業 者 か ら 報 告 さ れ る 業 務報 告 書 等 にお い て、次 の と お り利 便 性の 向

上 、セキ ュ リ テ ィの 強 化 、運 用 の効率 化 等 の 観点 か ら随 時 提 案 がな さ れ、実

施 さ れ て いる 。  

（ １ ）ヘ ルプ デ ス ク へ の 問 合 せ の うち 、よ く ある 操 作質 問 に つ いて マ ニュ ア ル

を 作 成 し 、 問 合 せ の 際 に 活 用 す る こ と で 、 利 便 性 の 向 上 、 運 用 の 効 率 化 、

正 確 性 の 向 上 が 図 ら れ て い る。  

（ ２ ）定 期 的 に脆 弱 性 情 報 を提 供 する こ と で 、随 時 、脆 弱 性 対 策が 行 われ 、セ

キ ュ リ テ ィの 強 化 が 図 ら れ てい る 。  

 

５  外 部 有識 者 か ら の 評 価  

  Ｃ Ｉ Ｏ 補 佐 官 及 び 外 部 有 識 者 の 意 見 は サ ー ビ ス 品 質 が 向 上 し て い る と の

評 価 で あ った 。  

 

６  全 体 的な 評 価  

  市 場 化テ ス ト 第 １ 期 事 業 で は 、利 用 満 足 度調 査 にて 、 初 年 度（ 平 成 30 年

度 ）に おい て は 基 準 ス コ ア を 下 回 る項 目 が あ った も のの 、令 和元 年 度 及び ２

年 間 の 平 均 ス コ ア は 基 準 ス コ ア を 上回 り 、民間 競 争入 札実 施 要 項 に定 め た受

託 事 業 者 が 確 保 す べ き 公 共 サ ー ビ ス の 質 が 確 保 さ れ て い る も の と 評 価 で き

る 。また 、締 結 し た Ｓ Ｌ Ａ の 基準 値 を満 た し て いる こ とか ら 、効 率 化 と品質

向 上 並 び に 円 滑 化 を 図 る 目 的 も 達 成し て い る 。  

  契 約 金額 に つ い て は 、セ キ ュ リティ 強 化 で 追加 し た費 用 を 除 いて 比 較を 行

う と 実 質 的 に は 経 費 が 削 減 さ れ て おり 、民 間競 争 入札 実施 要 項 に よっ て 確保

し た 競 争 性 に よ り 費 用 対 効 果 が 働 いた も の と 評価 で きる 。  

 

６  今 後 の方 針  

（ １ ） 事 業の 実 施 状 況  

   本 業務 へ の 市 場 化 テ ス ト は 第１ 期 目 で ある が 、事業 全 体 を 通し た 実施 状

況 は 以 下 のと お り で あ る 。  

  ①  実施 期 間 中 に 受 託 事 業 者 が業 務 改 善 指示 等 を受 け た 事 実、業 務に係 る

法 令 違 反 行 為 等 を 行 っ た 事 案は な かっ た 。  

  ②  当機 構 に は 、外 部 有 識 者 で構 成 さ れ た入 札 及び 契 約 の 点検・見 直 し 等

を 行 う 委 員 会 が 既 設 さ れ て おり 、本委員 会 の 枠 組み の 中で 調 達 に 関す る
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実 施 状 況 の チ ェ ッ ク を 受 け る体 制 が整 っ て い る。  

  ③  本業 務 入 札 に お い て は 、２者 か ら の 応札 が あり 、競 争 性は 確 保さ れ て

い る 。  

  ④  市 場 化 テ ス ト 前 後 で 追 加 さ れ た 仕 様 を 除 い た 場 合 に は 、 ５ 年 間 で

22,290 千 円 （ ▲ 7.97％ ） の 経費 減 と なっ て い る 。  

  ⑤  対象 公 共 サ ー ビ ス の 確 保 され る べ き 質に 係 る 達 成 目 標 につ い て、目 標

を 達 成 し て い る 。  

 

（ ２ ） 次 期事 業 の 実 施  

   以 上の と お り 、本 業 務 に つ いて は 、総 合的 に 判断 す る と 良好 な 実施 結 果

を 得 ら れ て い る こ と か ら 、次期 事 業に お い て は「 市 場化 テ ス ト 終了 プ ロセ

ス 及 び 新 プ ロ セ ス 運 用 に 関 する 指 針 」（ 平 成 26 年 3 月 19 日 官 民 競争 入 札

等 管 理 委 員 会 決 定 ）に 基 づ き 、終 了 プロ セ ス へ 移行 す るこ と と し、本 事業

と 同 様 の 事 業 に つ い て も 、自ら 公 共 サー ビ ス の 質の 維 持と 経 費 削 減を 図 っ

て い く こ と と し た い 。  


